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(57)【要約】
【課題】燃料噴射能力の向上を要することなく、目標噴
射量が燃料噴射能力を超えてしまうことによるエミッシ
ョン悪化の抑制を図った内燃機関制御装置を提供する。
【解決手段】エンジンに対する要求出力が増大変化した
場合に、スロットルバルブの開度が目標開度に至るまで
の吸気量変化を推定する吸気量変化推定手段Ｓ１６と、
推定された吸気量変化に対して理論空燃比を維持させる
に必要な燃料の噴射量となるよう、アルコール濃度に基
づき目標噴射量の推移を算出する目標噴射量推移算出手
段Ｓ１８とを備える。そして、目標噴射量の推移に燃料
噴射可能量を超える部分があると判定（Ｓ２０：ＹＥＳ
）された場合に、要求出力を、その増大変化速度が遅く
なるよう補正することで、目標開度に対応した目標吸気
量となるまでの期間における総吸気量を減少させる。
【選択図】　　　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクチュエータにより駆動されて吸気量を調整する吸気量制御バルブと、吸気ポートに
燃料を噴射する燃料噴射弁とを備える点火式内燃機関に適用された内燃機関制御装置にお
いて、
　前記内燃機関に対する要求出力に基づき前記吸気量制御バルブの目標開度を算出する目
標開度算出手段と、
　前記要求出力が増大するよう変化した場合に、前記吸気量制御バルブの開度が前記目標
開度に至るまでの吸気量変化を推定する吸気量変化推定手段と、
　燃焼エネルギ発生率に関連する燃料性状値を検出する燃料性状値検出手段と、
　前記吸気量変化推定手段により推定された吸気量変化に対して理論空燃比を維持させる
に必要な燃料の噴射量となるよう、前記燃料性状値に基づき目標噴射量の推移を算出する
目標噴射量推移算出手段と、
　前記目標噴射量の推移に燃料噴射可能量を超える部分があると判定された場合に、前記
目標開度に対応した目標吸気量となるまでの期間における総吸気量を減少させるよう、前
記目標開度に至るまでの前記吸気量制御バルブの開度挙動を制御する開度挙動制御手段と
、
を備えることを特徴とする内燃機関制御装置。
【請求項２】
　前記要求出力の増大変化に伴い、前記目標噴射量の推移に燃料噴射可能量を超える部分
があると判定された場合には、前記要求出力の増大変化速度を遅くするよう補正する要求
出力補正手段を備えることを特徴とする請求項１に記載の内燃機関制御装置。
【請求項３】
　前記開度挙動制御手段は、前記目標噴射量が前記燃料噴射可能量を超えた度合いに応じ
て、前記総吸気量の減少量を可変設定することを特徴とする請求項１又は２に記載の内燃
機関制御装置。
【請求項４】
　アクチュエータにより駆動されて吸気量を調整する吸気量制御バルブと、吸気ポートに
燃料を噴射する燃料噴射弁とを備える点火式内燃機関に適用された内燃機関制御装置にお
いて、
　前記内燃機関に対する要求出力に基づき前記吸気量制御バルブの目標開度を算出する目
標開度算出手段と、
　燃焼エネルギ発生率に関連する燃料性状値を検出する燃料性状値検出手段と、
　前記目標開度に対して理論空燃比にさせるに必要な燃料の噴射量となるよう、前記燃料
性状値に基づき目標噴射量を算出する目標噴射量算出手段と、
　前記要求出力が増大するよう変化した場合に、前記目標開度に至るまでの前記吸気量制
御バルブの開度変化速度が上限値を超えないよう制限する開度変化速度制限手段と、
　前記燃料性状値が燃焼エネルギ発生率の低い値であるほど、前記上限値を低い値に設定
する上限値設定手段と、
を備えることを特徴とする内燃機関制御装置。
【請求項５】
　前記開度変化速度制限手段は、前記要求出力の変化速度が上限値を超えないよう補正す
ることで、前記開度変化速度が上限値を超えないよう制限することを特徴とする請求項４
に記載の内燃機関制御装置。
【請求項６】
　前記上限値設定手段は、前記要求出力の増大変化開始時点における要求出力値が低いほ
ど、前記開度変化速度の上限値を低い値に設定することを特徴とする請求項４又は５に記
載の内燃機関制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】



(3) JP 2009-92054 A 2009.4.30

10

20

30

40

50

【０００１】
　本発明は、点火式内燃機関に適用された内燃機関制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年では、点火式内燃機関（以下、単にエンジンと呼ぶ）に用いられるガソリン（以下
、正規燃料と呼ぶ）の代替燃料として、エタノール等のアルコールが注目されている。そ
して、燃料タンクに正規燃料が残っている状態でアルコールを補給してアルコール混合燃
料とした場合を想定すると、アルコール混合燃料による燃焼エネルギは同じ量の正規燃料
による燃焼エネルギに比べて小さいため、同じ出力トルクを得ようとすると、アルコール
混合燃料の場合には正規燃料の場合に比べて燃料噴射量を増量させる必要がある（特許文
献１参照）。
【特許文献１】特開平１－２１６０４０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、図５に示すように、燃料噴射弁３３を吸気ポート３４に取り付けたポート噴
射式エンジンにおいては、噴射した燃料は液体の状態で吸気ポート壁面３４ａに一旦付着
し、その後気化して吸気とともに混合気として燃焼室３０ａに流入する。そして、吸気量
及び燃料噴射量を増大させてエンジン出力を増大変化させる時には、燃料噴射量の増大に
よりウェット燃料の付着面積は符号Ｓ１の状態からＳ２の状態へ拡大し、この付着面積増
大に伴いウェット燃料の気化量が増大するといった過程を経る。
【０００４】
　そして、付着面積がＳ１からＳ２まで拡大するまでの期間、噴射量に対して燃焼室３０
ａに流入する気化燃料の割合が少なくなり混合気がリーンの状態になってしまうことを抑
制すべく、前記拡大期間（出力増大過渡期間）中はウェット燃料の増量補正を行うことが
従来より知られている。つまり、エンジン要求出力が増大変化した場合、吸気量について
は単調増加させるのに対し、噴射量については単純に単調増加させるのではなく、図６（
ｄ）中の実線Ｌ２に示すように出力増大過渡期間Ｔにはウェット燃料増大分Ｓだけ一時的
に多量の燃料を噴射させる。
【０００５】
　しかしながら、先述した通りアルコール混合燃料の場合には正規燃料の場合に比べて燃
料噴射量を増量させる必要があるため、上述の如く出力増大過渡期間Ｔに多量の燃料を噴
射させようとすると、目標噴射量Ｌ２０が燃料噴射可能量Ｑlimを超えてしまう場合があ
る（図６（ｅ）参照）。すると、吸気量に対して噴射量が不足したリーン状態となるため
、ＮＯｘ増大等のエミッション悪化を招いてしまう。
【０００６】
　ちなみに、燃料噴射弁３３等から構成される噴射システム全体の仕様を変更して燃料噴
射可能量Ｑlim（燃料噴射能力）を向上させれば、上記エミッション悪化の問題を解決で
きるものの、噴射システムの大幅なコストアップを招いてしまう。なお、上記問題は、代
替燃料がアルコールである場合に限らず、正規燃料に比べて燃焼エネルギ発生率が低い性
状の他の代替燃料についても同様に生じる。
【０００７】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものであり、その目的は、燃料噴射能力
の向上を要することなく、目標噴射量が燃料噴射能力を超えてしまうことによるエミッシ
ョン悪化の抑制を図った内燃機関制御装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　以下、上記課題を解決するための手段、及びその作用効果について記載する。
【０００９】
　本発明に係る内燃機関制御装置は、アクチュエータにより駆動されて吸気量を調整する
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吸気量制御バルブと、吸気ポートに燃料を噴射する燃料噴射弁とを備える点火式内燃機関
に適用されたものである。
【００１０】
　そして請求項１記載の発明では、
・前記内燃機関に対する要求出力に基づき前記吸気量制御バルブの目標開度を算出する目
標開度算出手段と、
・前記要求出力が増大するよう変化した場合に、前記吸気量制御バルブの開度が前記目標
開度に至るまでの吸気量変化を推定する吸気量変化推定手段と、
・燃焼エネルギ発生率に関連する燃料性状値を検出する燃料性状値検出手段と、
・前記吸気量変化推定手段により推定された吸気量変化に対して理論空燃比を維持させる
に必要な燃料の噴射量となるよう、前記燃料性状値に基づき目標噴射量の推移を算出する
目標噴射量推移算出手段と、
・前記目標噴射量の推移に燃料噴射可能量を超える部分があると判定された場合に、前記
目標開度に対応した目標吸気量となるまでの期間における総吸気量を減少させるよう、前
記目標開度に至るまでの前記吸気量制御バルブの開度挙動を制御する開度挙動制御手段と
、
を備えることを特徴とする。
【００１１】
　本発明によれば、例えば図３（ａ）に示すようにｔ１の時点で要求出力が増大するよう
変化した場合、吸気量変化推定手段は、吸気量制御バルブの開度が目標開度ＴＨtrgに至
るまでの吸気量変化（図３（ｃ）中の点線Ｌ５に示す変化）を推定する。そして目標噴射
量推移算出手段は、推定された吸気量変化Ｌ５に対して理論空燃比を維持させるに必要な
燃料の噴射量となるよう、燃料性状値に基づき目標噴射量の推移（図３（ｄ）中の点線Ｌ
２０に示す推移）を算出する。
【００１２】
　そして、このように算出された目標噴射量の推移Ｌ２０に燃料噴射可能量Ｑlimを超え
る部分があると判定された場合には、目標開度に対応した目標吸気量となるまでの期間（
出力増大過渡期間Ｔ）における総吸気量が減少される。つまり図３（ｃ）の例では、吸気
量変化が点線Ｌ５から実線Ｌ６となるよう吸気量制御バルブの開度挙動を制御することで
、出力増大過渡期間Ｔにおける総吸気量を減少させる。
【００１３】
　以上により上記請求項１記載の発明によれば、要求出力が増大することに起因して目標
噴射量Ｌ２０が燃料噴射可能量Ｑlimを超えると判定された場合には、出力増大過渡期間
Ｔにおける総吸気量も少なくなる。よって、出力増大過渡期間Ｔに混合気がリーン状態と
なることを抑制でき、ひいては、ＮＯｘ増大等のエミッション悪化を抑制できる。
【００１４】
　なお、図５を用いて先に説明した通り、ポート噴射式エンジンにおいては、ウェット燃
料の付着面積がＳ１からＳ２まで拡大するまでの期間（出力増大過渡期間Ｔ）、気化燃料
不足によるリーン状態を回避すべくウェット燃料の増量補正を行う必要がある。よって、
目標噴射量算出手段は、目標開度に対して理論空燃比にさせるに必要な燃料の噴射量とな
るよう目標噴射量を算出するにあたり、出力増大過渡期間Ｔにおいては上記ウェット燃料
増量補正を行うこととなる。
【００１５】
　請求項２記載の発明では、前記要求出力の増大変化に伴い、前記目標噴射量の推移に燃
料噴射可能量を超える部分があると判定された場合には、前記要求出力の増大変化速度を
遅くするよう補正する要求出力補正手段を備えることを特徴とする。
【００１６】
　これによれば、例えば、要求出力が図３（ａ）中の点線Ｌ７に示すようにステップ状に
増加するよう変化した場合であっても、目標噴射量Ｌ２０が燃料噴射可能量Ｑlimを超え
た場合には、図３（ａ）中の実線Ｌ８又は一点鎖線Ｌ９に例示されるように要求出力の増
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大変化速度が遅くなる（図３の例では要求出力を徐々に増加する）よう要求出力は補正さ
れる。すると、吸気量制御バルブの開度変化速度も遅くなるので、吸気量の増大変化速度
も遅くなり、ひいては出力増大過渡期間Ｔにおける総吸気量も少なくなる。よって、目標
噴射量Ｌ２０が燃料噴射可能量Ｑlimを超えると判定された場合には、出力増大過渡期間
Ｔにおける総吸気量を減少させるよう開度挙動を制御することを、容易に実現できる。
【００１７】
　請求項３記載の発明では、前記開度挙動制御手段は、前記目標噴射量が前記燃料噴射可
能量を超えた度合いに応じて、前記総吸気量の減少量を可変設定することを特徴とする。
これによれば、図３（ｄ）中の実線Ｌ２１に示すように、目標噴射量Ｌ２１が燃料噴射可
能量Ｑlimで推移することとなるよう総吸気量の減少量を可変設定することができる。よ
って、総吸気量を過剰に減少させてしまうことにより出力増大過渡期間Ｔにおける目標噴
射量が燃料噴射可能量Ｑlimを下回ってしまうことを抑制でき、ひいては要求出力の増大
変化に対する出力応答性低下を抑制できる。
【００１８】
　請求項４記載の発明では、
・前記内燃機関に対する要求出力に基づき前記吸気量制御バルブの目標開度を算出する目
標開度算出手段と、
・燃焼エネルギ発生率に関連する燃料性状値を検出する燃料性状値検出手段と、
・前記目標開度に対して理論空燃比にさせるに必要な燃料の噴射量となるよう、前記燃料
性状値に基づき目標噴射量を算出する目標噴射量算出手段と、
・前記要求出力が増大するよう変化した場合に、前記目標開度に至るまでの前記吸気量制
御バルブの開度変化速度が上限値を超えないよう制限する開度変化速度制限手段と、
・前記燃料性状値が燃焼エネルギ発生率の低い値であるほど、前記上限値を低い値に設定
する上限値設定手段と、
を備えることを特徴とする。
【００１９】
　これによれば、燃料性状値が燃焼エネルギ発生率の低い値であるほど（例えば燃料のア
ルコール濃度が高いほど）開度変化速度の上限値を低い値に設定するので、吸気量制御バ
ルブの開度が急激に上昇することが抑制される。その結果、例えばアルコール濃度が高く
、要求出力の増大変化時において目標噴射量が燃料噴射可能量Ｑlimを超える可能性が高
い状態であるほど、点線Ｌ３に示す開度変化が実線Ｌ４に示すように低下することとなる
。よって、出力増大過渡期間Ｔに目標噴射量Ｌ２０が燃料噴射可能量Ｑlimを超えてしま
うことが抑制されるので、吸気量に対して噴射量が不足したリーン状態となることを抑制
でき、ひいては、ＮＯｘ増大等のエミッション悪化を抑制できる。
【００２０】
　請求項５記載の発明では、前記開度変化速度制限手段は、前記要求出力の変化速度が上
限値を超えないよう補正することで、前記開度変化速度が上限値を超えないよう制限する
ことを特徴とする。
【００２１】
　これによれば、例えば、内燃機関の運転者が要求出力を急激に増大させるよう操作して
も、要求出力は、図３（ａ）中の点線Ｌ７に示すようにステップ状に増加することを制限
され、実線Ｌ８に示すように徐々に増加することとなる。すると、吸気量制御バルブの開
度変化速度も遅くなるので、吸気量の増大変化速度も遅くなり、ひいては出力増大過渡期
間Ｔにおける吸気量も少なくなる。よって、開度変化速度が上限値を超えないよう制限す
ることを、容易に実現できる。
【００２２】
　ここで、先述した通り目標噴射量算出手段は、目標開度に対して理論空燃比にさせるに
必要な燃料の噴射量となるよう目標噴射量を算出するにあたり、出力増大過渡期間Ｔにお
いては上記ウェット燃料増量補正を行うこととなる。しかしながら、要求出力の値が小さ
い状態である場合には、その要求出力の増大を開始した時に要求される付着面積Ｓ１,Ｓ
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２の拡大量は大きくなるので、ウェット燃料の増量分（図６中の斜線Ｓに例示される面積
）も多くなる。
【００２３】
　これに対し、請求項６記載の発明によれば、前記上限値設定手段は、前記要求出力の増
大変化開始時点における要求出力値が低いほど、前記開度変化速度の上限値を低い値に設
定することを特徴とするので、ウェット燃料の増量分が多くなるほど吸気量制御バルブの
開度が上昇しにくくなるので、出力増大過渡期間Ｔに目標噴射量Ｌ２０が燃料噴射可能量
Ｑlimを超えてしまうことを好適に抑制できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下、本発明を具体化した各実施形態を図面に基づいて説明する。なお、以下の各実施
形態相互において、互いに同一もしくは均等である部分には、図中、同一符号を付してあ
る。
【００２５】
　（第１実施形態）
　本実施形態に係る内燃機関制御装置は、４輪自動車用のレシプロ式エンジン（内燃機関
）を対象にしており、当該エンジンは、正規燃料をガソリンとした点火式エンジンであり
、このガソリンにアルコールを混合したアルコール混合燃料を用いても対応できるように
図られている。なお、本実施形態では混合するアルコールとしてエタノールを想定してい
る。
【００２６】
　図１は、エンジン制御システムの概要を示す構成図であり、エンジンＥＣＵ１０には、
クランク角センサ２１、アクセル操作量センサ２２、冷却水温度センサ２３及びアルコー
ルセンサ２４（燃料性状値検出手段）からの検出信号が入力される。クランク角センサ２
１はエンジン３０のクランク軸３１（出力軸）の回転速度ＮＥを検出する。アクセル操作
量センサ２２は運転者によるアクセルペダルの操作量ＡＣ（要求出力）を検出する。冷却
水温度センサ２３はエンジン冷却水の温度ＴＷを検出する。
【００２７】
　アルコールセンサ２４は、図示しない燃料タンク内に設けられており、燃料中のアルコ
ール濃度Ｃを検出する。このアルコールセンサ２４は、燃料中に浸漬された１対の白金電
極を有し、アルコール濃度に応じた電極間の抵抗値の変化により、出力電圧Ｖが変化する
ものである。この他、静電容量型のアルコールセンサを用いてもよい。
【００２８】
　エンジンＥＣＵ１０はマイクロコンピュータを有しており、各種検出信号ＮＥ，ＡＣ，
ＴＷ，Ｃ等に基づき燃料噴射弁３３の作動を制御することで、燃焼室３０ａに流入する燃
料の噴射量及び噴射時期を制御する。なお、燃料噴射弁３３は吸気ポート３４に取り付け
られており、燃料を吸気ポート３４に噴射するポート噴射方式である。
【００２９】
　また、エンジンＥＣＵ１０は、各種検出信号ＮＥ，ＡＣ，ＴＷ，Ｃ等に基づきスロット
ルバルブ３５（吸気量制御バルブ）の作動を制御することで、燃焼室３０ａに流入する吸
気の量を制御する。なお、スロットルバルブ３５は、電動モータ３６（アクチュエータ）
により駆動されて吸気ポート３４（吸気管）の開度を調整する。
【００３０】
　図２は、スロットルバルブ３５（電動モータ３６）の作動をエンジンＥＣＵ１０が制御
するにあたり、ＥＣＵ１０のマイコンにより実行される処理の内容を示すフローチャート
である。当該処理は所定周期（例えばマイコンの演算周期、又は所定のクランク角周期）
毎に実行される。
【００３１】
　先ずステップＳ１０において、アクセルペダルの操作量ＡＣ、エンジン回転速度ＮＥ及
びエンジン冷却水温度ＴＷに基づき、エンジンに要求される出力（エンジン要求出力）を
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算出する。続くステップＳ１２では、ステップＳ１０にて算出されたエンジン要求出力の
値が前回の算出値に比べて増加したか否か、つまり、運転者がアクセルペダルを踏み込む
よう操作したか否かを判定する。
【００３２】
　アクセルペダルが踏込操作されておらず要求出力の値が増加していないと判定された場
合（Ｓ１２：ＮＯ）にはステップＳ２４に進み、ステップＳ１０にて算出されたエンジン
要求出力の値及びエンジン回転速度ＮＥに基づき、目標スロットル開度ＴＨtrgを算出す
る。なお、エンジン要求出力及び回転速度ＮＥが大きいほど目標スロットル開度ＴＨtrg
は大きい値に算出される。当該算出にあたり、要求出力及び回転速度ＮＥ毎に目標スロッ
トル開度ＴＨtrgの最適値が記憶されたマップを用いて算出してもよいし、演算式にエン
ジン要求出力及び回転速度ＮＥを代入して算出してもよい。
【００３３】
　続くステップＳ２６（開度挙動制御手段）では、ステップＳ２４にて算出された目標ス
ロットル開度ＴＨtrgとなるよう電動モータ３６の駆動を制御する。なお、スロットルバ
ルブ３５の開度は図示しない開度センサにより検出されており、開度センサの検出値が目
標スロットル開度となるよう、電動モータ３６の駆動をフィードバック制御している。
【００３４】
　一方、アクセルペダルが踏込操作されて要求出力の値が増加していると判定された場合
（Ｓ１２：ＹＥＳ）にはステップＳ１４（目標開度算出手段）に進み、先述したステップ
Ｓ２４と同様の処理により目標スロットル開度ＴＨtrgを算出するとともに、目標スロッ
トル開度ＴＨtrgに至るまでの開度の挙動を推定する。図３（ｂ）に示す点線Ｌ３は、ｔ
１の時点でステップＳ１４により推定された開度の挙動を示す。当該推定では、スロット
ルバルブ３５の開度を最も速く目標スロットル開度ＴＨtrgに到達させるよう電動モータ
３６を駆動させることを前提条件として、開度の挙動を推定している。当該推定では、目
標スロットル開度ＴＨtrg等を変数とした伝達関数又は物理モデルを用いて推定してもよ
いし、マップを用いて推定してもよい。
【００３５】
　続くステップＳ１６（吸気量変化推定手段）では、ステップＳ１４にて推定された開度
挙動に基づき、燃焼室３０ａに吸入される吸気量の変化を算出する。ここで、燃焼室３０
ａへ流入する吸気量の変化には、スロットルバルブ３５の開度変化に対して応答遅れが生
じるが、当該ステップＳ１６ではこの応答遅れを加味して吸気量変化を算出している。当
該算出では、開度挙動等を変数とした伝達関数又は物理モデルを用いて算出してもよいし
、マップを用いて算出してもよい。
【００３６】
　続くステップＳ１８（目標噴射量推移算出手段）では、以下に説明する如く目標噴射量
（１燃焼サイクルあたりに噴射される燃料の量）、及びその噴射量の推移を算出する。具
体的には先ず、ステップＳ１４にて算出された目標スロットル開度ＴＨtrg、エンジン回
転速度ＮＥ、及び燃焼エネルギ発生率に関連する燃料性状値（本実施形態ではアルコール
センサ２４により検出されたアルコール濃度Ｃ）に基づき、基本噴射量を算出する。
【００３７】
　次に、始動後増量、暖気増量、加速時のウェット燃料増量（加速増量）等の補正量を算
出し、基本噴射量に各種補正量を加算して最終的な目標噴射量を算出する。前記ウェット
燃料増量は、図５を用いて先に説明した通りであり、ウェット燃料の付着面積がＳ１から
Ｓ２まで拡大するまでの期間（出力増大過渡期間Ｔ）、気化燃料不足によるリーン状態を
回避するための増量補正である。したがって、エンジン要求出力が増大変化して目標スロ
ットル開度が開側に変化する出力増大過渡期間Ｔには、図６（ｄ）中の実線Ｌ２に示すよ
うにウェット燃料増大分Ｓだけ基本噴射量Ｌ１に対して一時的に目標噴射量が多くなる。
【００３８】
　さらにステップＳ１８では、上述の如く算出される目標噴射量がどのように推移するか
を、ステップＳ１６にて算出された吸気量変化等に基づき算出する。そして、続くステッ
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プＳ２０では、ステップＳ１８にて算出された目標噴射量の推移に燃料噴射可能量Ｑlim
を超える部分が存在するか否かを判定する。この比較判定に用いられる目標噴射量の値と
して、目標噴射量の推移中に現れるピーク値を用いて好適である。
【００３９】
　なお、燃料噴射可能量Ｑlimとは燃料噴射システム全体の仕様により決定される噴射能
力のことであり、当該噴射システムは、燃料噴射弁３３、複数の燃料噴射弁３３に燃料を
分配するデリバリパイプ３３ａ、デリバリパイプ３３ａに燃料を供給する燃料ポンプ（図
示せず）等から構成されている。すなわち、これらの構成部品３３,３３ａの能力により
前記噴射能力は決定される。
【００４０】
　目標噴射量＞燃料噴射可能量Ｑlimでないと判定された場合（Ｓ２０：ＮＯ）には処理
は先述のステップＳ２４に進む。一方、目標噴射量＞燃料噴射可能量Ｑlimであると判定
された場合（Ｓ２０：ＹＥＳ）にはステップＳ２２に進み、ステップＳ１８にて算出され
た目標噴射量の推移中に現れるピーク値と燃料噴射可能量Ｑlimとの差分を超過値として
算出する。或いは、目標噴射量の推移波形のうち燃料噴射可能量Ｑlimを超えた部分の面
積（図３（ｄ）中の符号Ｓ１に示す面積）を超過値として算出する。
【００４１】
　さらにステップＳ２２（要求出力補正手段）では、ステップＳ１０にて算出されたエン
ジン要求出力の値が、増大変化する際に、その増大変化速度が遅くなるよう補正する。例
えば、図３（ａ）中の点線Ｌ７に示すようにステップ状に増加するよう変化した要求出力
は、図３（ａ）中の実線Ｌ８に示すよう徐々に増加するよう補正される。また、ｔ１時点
における要求出力のステップ上昇量ΔＰは、予め設定された量以内となるよう制限される
。
【００４２】
　このように、要求出力を補正すれば、点線Ｌ３に示す開度変化が実線Ｌ４に示すように
低下することとなり、点線Ｌ５に示す吸気量変化が実線Ｌ６に示すように低下することと
なる。そこで、実線Ｌ６に示す吸気量が目標噴射量（図３の場合には燃料噴射可能量Ｑli
m）に対して理論空燃比となるよう、要求出力は補正される。
【００４３】
　したがって、例えばｔ１時点におけるステップ上昇量ΔＰ、及びｔ１からｔ３にかけて
の傾き（増大変化速度）の少なくとも一方は、前記超過値に基づき設定される。つまり、
超過値が大きいほど要求出力の急激な増大が抑制されるよう補正され、具体的には、超過
値が大きいほど、ステップ上昇量ΔＰ又は増大変化速度は小さい値となるよう設定される
。
【００４４】
　そして、ステップＳ２２の処理の後にステップＳ２４を実行する場合には、ステップＳ
２２にて上述の如く補正された要求出力の値及びエンジン回転速度ＮＥに基づき、目標ス
ロットル開度ＴＨtrgを算出する。その後、先述したステップＳ２６にて、目標スロット
ル開度ＴＨtrgとなるようスロットルバルブ３５の作動を制御する。
【００４５】
　次に、図３（ａ）～（ｄ）及び図６（ａ）～（ｄ）を用いて、図２の処理により変化す
る各種算出値等の推移、挙動の一態様を説明する。なお、図３及び図６は、ｔ１の時点に
おいて、運転者によりアクセルペダルが踏み込まれてエンジン要求出力が増加した場合（
Ｓ１２：ＹＥＳ）の態様を示すものである。また、図６は、ガソリンにアルコールが混合
していない場合であり、ステップＳ２０にて否定判定（Ｓ２０：ＮＯ）される場合の一態
様を示す。一方図３は、ガソリンにアルコールが混合されている場合であり、ステップＳ
２０にて肯定判定（Ｓ２０：ＹＥＳ）される場合の一態様を示す。
【００４６】
　図６の態様においては先ずｔ１の時点において、運転者によりアクセルペダルが踏み込
まれるとエンジン要求出力がステップ状に増加する（図６（ａ）参照）。次に、ステップ
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状に増加したエンジン要求出力に基づき目標開度ＴＨtrgが算出されるとともに、目標開
度ＴＨtrgに至るまでの開度の挙動（図６（ｂ）参照）が推定される。次に、推定された
開度挙動から吸気量の変化（図６（ｃ）参照）が推定される。
【００４７】
　次に、吸気量変化及びアルコール濃度に応じて理論空燃比を維持させるよう基本噴射量
の推移（図６（ｄ）中の点線Ｌ１参照）、及びウェット燃料増量Ｓの推移が算出される。
図６（ｄ）中の実線Ｌ２は、基本噴射量Ｌ１にウェット燃料増量Ｓを加算して得られた目
標噴射量の推移を示す。そして、目標噴射量Ｌ２のピーク値は燃料噴射可能量Ｑlimを超
えていないため、ｔ１時点にてステップ状に変化した要求出力は補正されることなく処理
される。
【００４８】
　これに対し、図３の態様においては、上述の如く算出した目標噴射量Ｌ２０のピーク値
が燃料噴射可能量Ｑlimを超えるため、ステップ状に増加するようアクセル操作された要
求出力Ｌ７は、実線Ｌ８に示すように徐々に増加するよう補正される。その結果、点線Ｌ
３に示す開度変化が実線Ｌ４に示すように低下することとなり、点線Ｌ５に示す吸気量変
化が実線Ｌ６に示すように低下することとなる。そして、燃料噴射可能量Ｑlimに対して
理論空燃比となる吸気量Ｌ６となるよう、エンジン要求出力は補正されるので、出力増大
過渡期間Ｔは理論空燃比が維持されることとなる。
【００４９】
　したがって、アルコールが混合されているとの条件下で急激にアクセルペダルを踏み込
むよう操作した場合であっても、目標噴射量Ｌ２０が燃料噴射可能量Ｑlimを超えると判
定された場合には、出力増大過渡期間Ｔにおける吸気量も少なくなる。よって、出力増大
過渡期間Ｔに混合気がリーン状態となることを抑制でき、ひいては、ＮＯｘ増大等のエミ
ッション悪化を抑制できる。
【００５０】
　なお、ピーク値が燃料噴射可能量Ｑlimを超えなくなったｔ２時点以降における目標噴
射量Ｌ２１が、燃料噴射可能量Ｑlimに維持されて目標噴射量Ｌ２０よりも多くなってい
ることにより、目標噴射量Ｌ２０のうち燃料噴射可能量Ｑlimを超えて噴射できなかった
分の噴射量Ｑ１は斜線部分Ｑ２により補われている。
【００５１】
　（第２実施形態）
　本実施形態では、スロットルバルブ３５（電動モータ３６）の作動をエンジンＥＣＵ１
０が制御するにあたり、図２の処理に替えて図４に示す処理を実行する。なお、図４の処
理は所定周期（例えばマイコンの演算周期、又は所定のクランク角周期）毎に実行される
。
【００５２】
　先ず、ステップＳ３０において、アクセルペダルの操作量ＡＣ、エンジン回転速度ＮＥ
及びエンジン冷却水温度ＴＷに基づき、エンジンに要求される出力（エンジン要求出力）
を算出する。続くステップＳ３２では、燃焼エネルギ発生率に関連する燃料性状値（本実
施形態ではアルコールセンサ２４により検出されたアルコール濃度Ｃ）に基づき、エンジ
ン要求出力が増大するよう変化した場合における変化量の制限値（上限値）を算出する。
具体的には、アルコール濃度Ｃが高いほど前記制限値を低い値に設定する。
【００５３】
　さらに本実施形態では、要求出力の増大変化開始時点ｔ１における要求出力値が低いほ
ど、前記制限値を低い値に設定している。つまり、エンジン３０を低出力（例えばアイド
ル回転速度での出力）で運転している状態でアクセルペダルを踏み込むと、高出力で運転
している状態で踏み込んだ場合に比べて制限値が低く設定されるため、エンジン要求出力
は急激に増大しにくくなる。
【００５４】
　続くステップＳ３４では、ステップＳ３０にて算出されたエンジン要求出力が、ステッ
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プＳ３２にて算出された制限値を超えないよう補正することで、エンジン要求出力が急激
に増大しないようガードする。つまり、急激にアクセルペダルを踏み込むよう操作した場
合であっても、アルコール濃度Ｃが高いほどエンジン要求出力は急激に増大しないように
制限される。なお、アルコール濃度Ｃが所定量以下である場合には、制限値を設定せず、
ガードをかけないようにしている。
【００５５】
　続くステップＳ３６では、補正によりガードされた状態のエンジン要求出力及びエンジ
ン回転速度ＮＥに基づき、目標スロットル開度ＴＨtrgを算出する。なお、エンジン要求
出力及び回転速度ＮＥが大きいほど目標スロットル開度ＴＨtrgは大きい値に算出される
。
【００５６】
　続くステップＳ３８では、ステップＳ３６にて算出された目標スロットル開度ＴＨtrg
となるよう電動モータ３６の駆動を制御する。なお、スロットルバルブ３５の開度は図示
しない開度センサにより検出されており、開度センサの検出値が目標スロットル開度とな
るよう、電動モータ３６の駆動をフィードバック制御している。
【００５７】
　図４の処理により変化する各種算出値等の推移、挙動は、図３（ａ）～（ｄ）及び図６
（ａ）～（ｄ）にて例示される態様で変化することとなる。すなわち、アルコールが混合
されているとの条件下において、運転者によりアクセルペダルが踏み込まれてエンジン要
求出力が増加した場合に、その増加量が制限値を超えていればステップＳ３４にてガード
される。図３（ａ）の例では制限値はΔＰに設定されているため、制限値ΔＰを超えた増
加量で増加するようアクセル操作された要求出力Ｌ７は、一点鎖線Ｌ９に示すように制限
（補正）されることとなる。
【００５８】
　なお、エンジン要求出力がガードされた場合には、ｔ１時点でガードされた後、実線Ｌ
８に示すように徐々に要求出力を上昇させるようにしてもよい。この場合、ｔ１からｔ３
にかけて徐々に上昇させるその傾き（増大変化速度）を、アルコール濃度Ｃが高いほど小
さく設定して、吸気量の減少度合いを大きくすることが望ましい。
【００５９】
　以上により、本実施形態によれば、アルコールが混合されているとの条件下で急激にア
クセルペダルを踏み込むよう操作した場合であっても、エンジン要求出力の増加は制限さ
れるので、点線Ｌ３に示す開度変化が実線Ｌ４に示すように低下することとなり、点線Ｌ
５に示す吸気量変化が実線Ｌ６に示すように低下することとなる。よって、目標噴射量Ｌ
２０のピーク値が燃料噴射可能量Ｑlimを超える状況になったとしても、その時の吸気量
は減少することとなるので、出力増大過渡期間Ｔに混合気がリーン状態となることを抑制
でき、ひいては、ＮＯｘ増大等のエミッション悪化を抑制できる。
【００６０】
　また、本実施形態によれば、要求出力の増大変化開始時点ｔ１における要求出力値が低
いほど制限値を低い値に設定しているので、ウェット燃料の増量分Ｑ１が多くなるほどエ
ンジン要求出力が急激に上昇しにくくなり、スロットルバルブ３５の開度が上昇しにくく
なる。よって、出力増大過渡期間Ｔに目標噴射量Ｌ２０が燃料噴射可能量Ｑlimを超えて
しまうことを好適に抑制できる。
【００６１】
　（他の実施形態）
　上記各実施形態は、以下のように変更して実施してもよい。また、本発明は上記実施形
態の記載内容に限定されず、各実施形態の特徴的構造をそれぞれ任意に組み合わせるよう
にしてもよい。
【００６２】
　・上記第１実施形態では、目標噴射量Ｌ２０が燃料噴射可能量Ｑlimを超えると推定さ
れた場合に、エンジン要求出力を減補正することでスロットルバルブ３５の開度を小さく
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して吸気量を低下させているが、要求出力を補正することなく、目標スロットル開度ＴＨ
trgを減補正することで吸気量を低下させるようにしてもよい。
【００６３】
　・上記第２実施形態では、アルコール濃度Ｃに応じてエンジン要求出力の増大変化量に
対して制限値を設定することにより、目標スロットル開度ＴＨtrgの増大変化量を制限し
て吸気量を低下させているが、アルコール濃度Ｃに応じて目標スロットル開度ＴＨtrgの
増大変化量に対して制限値を設定することにより吸気量を低下させるようにしてもよい。
【００６４】
　・目標噴射量となるよう燃料噴射弁３３の駆動を制御するにあたり、排気中の酸素濃度
を検出する酸素濃度センサ（Ａ／Ｆセンサ又はＯ2センサ）を設け、検出した酸素濃度に
基づき算出される空燃比が理論空燃比となるよう、目標噴射量をフィードバック補正する
ことが望ましい。
【００６５】
　・上記各実施形態では、アルコールセンサ２４を用いてアルコール濃度を検出している
が、当該センサ２４を廃止して、空燃比フィードバック補正係数の値等に基づきアルコー
ル濃度を推定するようにしてもよい。
【００６６】
　・上記各実施形態では、本発明に係る吸気量制御バルブとしてスロットルバルブ３５を
採用しているが、吸気弁のリフト量により吸気量を制御する方式の内燃機関においては、
吸気量制御バルブとして吸気弁を採用してもよい。
【図面の簡単な説明】
【００６７】
【図１】本発明の第１実施形態に係るエンジン制御システムの概要を示す構成図。
【図２】図１のＥＣＵにより実行される吸気量制御の処理内容を示すフローチャート。
【図３】アルコールが混合している場合のタイムチャートであり、図２の処理により変化
する各種算出値等の推移、挙動の一態様を示すタイムチャート。
【図４】本発明の第２実施形態に係るスロットルバルブ制御の処理内容を示すフローチャ
ート。
【図５】図１の拡大図。
【図６】アルコールが混合していない場合のタイムチャートであり、従来の吸気量制御に
より変化する各種算出値等の推移、挙動の一態様を示すタイムチャート。
【符号の説明】
【００６８】
　２４…アルコールセンサ（燃料性状値検出手段）、３０…エンジン（点火式内燃機関）
、３３…燃料噴射弁（燃料噴射弁）、３４…吸気ポート、３４ａ…吸気ポート壁面、３５
…スロットルバルブ（吸気量制御バルブ）、３６…電動モータ（アクチュエータ）、Ｓ１
４…目標開度算出手段、Ｓ１６…吸気量変化推定手段、Ｓ１８…目標噴射量推移算出手段
、Ｓ２２…要求出力補正手段、Ｓ２６…開度挙動制御手段。
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